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１　輸出 ・輸入物価に対する為替変動の寄与度 ・寄与率

２　総合卸冗物価に対する為替変動の寄与度 ・寄与率

む　す　び

は　し　が　き

　昭和６０年度の総合卸冗物価の対前年度比は 一２９劣であ って，３５年度以降最

大の下落とた った。その要因は

　¢　為替円高が円べ一スの輸出 ・輸入物価を押下げたこと（為替変動の寄与度

　　 一１．２劣）

　◎　原油，その他の海外一次産品市況の下落が契約通貨へ一ス輸入物価を押

　　下げたこと（輸入物価変動の寄与度 一０５％）

　　　¢及ぴ◎による輸入品価格の下落の直接，間接の影響を主因に国内品価

　　格が下落したこと（国内物価変動の寄与度 一１１劣）

　　世界的たデイスイソフレの進行，韓国，台湾などの中進国との競合など

　　を背景に契約通貨へ一ス輸出物価も小幅ながら下落したこと（輸出物価変動

　　の寄与度 一〇．１劣）

であ って，¢の為替要因によるところが一番大きい（目本銀行調査統計局ｒ調査

月報』昭和６１年４月号，７６－７べ 一ジ）。

　最近のように為替相場が大幅に変動して輸出 ・輸入物価の騰落に大きな影響

　　　　　　　　　　　　　　　　　（１０５３）
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を与える時期には，上に述べたように卸冗物価の騰落率に対する為替要因を分

析することは重要な統計的課題といえる。輸出 ・輸入物価の変動に対する為替

変動の影響を統計的に分析するためには，円建て価格による物価指数と並んで

ドル，ポソド，円など契約通貨建て価格による物価指数が作成されていなげれ

ぽならない。目本銀行は卸売物価指数を昭和５５年基準に改訂する際に，輸出 ・

輸入物価指数については円べ一ス指数と契約通貨べ一ス指数を作成，発表する

ようになったので，それを利用して円べ一ス指数による寄与度と契約通貨べ 一

ス指数による寄与度との差によっ て， 為替変動の寄与度が求められるようにな

った。しかし，このやり方は一種の簡便法であ って，場合によっ ては正確な為

替変動の寄与度が得られない欠点がある 。

　本稿はこの問題を理論的に考察して輸出 ・輸入物価の変動に対する為替変動

の寄与度の求め方を明らかにし，具体例で計算の仕方と結果の見方を説明する

ものである 。

１． 輸出 ・輸入物価に対する為替変動の寄与度 ・寄与率

　１ ．・ 日本銀行の輸出 ・輸入物価指数（算式はラスパイレス式）の円べ一ス指数

と契約通貨べ 一ス指数は，品目，ウニイトは全く同じでただ使用する価格が違

うだげである。輸出 ・輸入物価指数に用いる価格は水際段階の価格（輸出はＦ

Ｏ　Ｂ建て，輸入はＣ　Ｉ　Ｆ建て）であ って，契約通貨建て価格を調査し，それを調

査時点における外国為替銀行の対顧客直物相場（輸出は買相場，輸入は売相場）に

より調査価格毎に円価格に換算する。円べ一ス指数はこうして得られた円価格

を使用して作られ，契約通貨べ一ス指数は契約通貨建て価格を用いて作成され
ユ）

る。

　まず輸出物価指数から説明する。Ｏ時点基準の乏時点の輸出物価指数を瑞 ，

品目別価格指数を姑，Ｏ時点ウユイトを 〃品で表わし，これに記号Ｅを付げ

たものを契約通貨べ一ス指数，亙のないものを円べ 一ス指数とすると，品目 ，

　　　　　　　　　　　　　　　　（１０５４）



　　　　　　　　輸出 ・輸入物価に対する為替変動の寄与度 ・寄与率（関）

ウエイトが同じであるから

　　　　瑞＝　助鳩　但し，　〃品二１

　　　　ｐ絆＝　扉亙〃品

ところで輸出品の円建て価格を戸，外貨建て価格を戸”とし ，

ノレ＝１６０円といった）邦貨建て為替相場を ｓ刃 で表わすと

　　　　　　　　　　　　　．　しグ　　　　ｐ刃＝ク”Ｓ刃 　．． Ｓ

　　　　　　　　　　　　　　　　一 朋

である。このことから個別価格指数始は

３

　（１ ．１）

　（１ ．２）

（例えば１ド

　　　　か力婁一力纂・套一
か品 　　　　　　

（１ ．・）

　　　　　　　ク０　ク０ＳＯ

　　　　　　 、品一姥　　　　　　　　　 （１・）

　　　　　　　　炉

すなわち，円建て価格指数と外貨建て価格指数の比によっ て個別為替指数
Ｓ品

が得られる 。Ｓ髭は円高になると（Ｓ が小さくなるので）低下し，円安にたると

（ｓ は大きくなるので）上昇する 。（１．３）を（１．１）に代入することにより円べ一

ス指数はまた次のようになる 。

　　　　瑞＝唖品亙・紬品　　　　　　　　　　　　（１
．５）

　さて，Ｏ時点基準の輸出物価指数（円べ一ス指数）によっ て１～２時点の輸出

物価の上昇率を求めると ，（ユ．５）より

音一噂藷（紺絆）

ここで物価指数及び（契約通貨建て）個別価格指数 ， 個別為替指数の上昇率を
・一（一 舞一１〉叶擦 一・一一

藷一１）で表わす１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　〃■　”　　〃　　　　
１＋・ｒ（１＋戸亙）（・・

１亙）苑蒲 ｚ柵

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　亙ア　万　　〃　　　　　　 ・判（・〃・１亙・・叩）力０１ 湯”ｏｏ （１ ．６）

これはまた次のように書くことができる 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（１０５５）
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・判／（漱
一燃

十（・品一端）淋

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〃　　　　　　　　・（約絆）（端一端）／潔 （１ ．７）

（１ ．６），（１．７）の若辺第１項は（円建て）輸出物価の上昇率のうち契約通貨建て

価格の変動による分，第２項は為替の変動による分，第３項は両者の複合によ

る分であ って，輸出物価の上昇率Ｇ刃が，物価指数を構成する類別に，これら

３つの寄与度の和に分解された。そして ，（１
．６），（１．７）の右辺の各項をＧ刀

で除すと寄与率が得られる（実際の計算はＧ亙の代りに寄与度の合計で除すと，４捨

５入の誤差を免れることができる）。

　これら３つの寄与度（または寄与率）の和は円べ 一ス指数によっ て求めた寄与

度（寄与率）に等しいのであるが，それは次のようにして証明し得る。すなわ
ち， （１．７）の中かっこは展開，整理すると

表１　輸入物価上昇率に対する
Ａ．

ウニイト　　６０年　　　６１年　　　４　　　小 ｓ・〃　　一ｓ少〃　４ ・一ｓ・ 〃
　〃 　　　７～９月　４～６月　　ム　　　　１・　　　Ｐ　　　　Ｐ

　（１）　　（２）　　（３）　　（４）　　（５）　　（６）　　（７）

総平均１・ ，・…

食　　　〃
料飼　力〃
品

　料　　ｓ皿

原　　　戸
材燃　 力〃
料
　料　　Ｓ皿

軽　　〃
工　 力〃業
品　　 Ｓ”

重　　　力皿

化工　力〃
学業
　品　　Ｓ皿

合　　　　計

９４ ．３ ６０．８ ％　　　　％　　　　劣

１０１ ，０　　　　　　７８，５　　　　　　６２，０

　　　　８１，１　　　　　８２．９　　　　　　１ ．８　　　　　０，１８７　　　　　　　　　　　　－Ｏ ．０４２

　　　　９６，８　　　　７４．８　　　－２２．Ｏ　　　　　　　　　－１ ．９１１

６９６，９　　　　９６，５　　　　５６ ，０

　　　　９１，２　　　　６７．４　　　－２３．８　　－１８．６０９　　　　　　　　　　３ ．９９３

　　　　１０５，８　　　　８３．１　　　－２２．７　　　　　　　　－１５ ．２９９

４６ ，２　　　　　　９５，７　　　　　　８５，７

　　　　９９．２　　　１０２．４　　　　　３．２　　　０，１５１　　　　　　　　　－Ｏ ．０２０

　　　　９６，５　　　　　　８３．７　　　　－１２．８　　　　　　　　　　　　　－Ｏ．６２２

１５５，９　　　　　　９４，３　　　　　　７４，５

　　　　９２，９　　９２．２　　－Ｏ．７　 －Ｏ．１１７　　　　　０．０２４

　　　　１０１，５　　８０．８　 －２０．７　　　　　－３．１７９

一１８，３８８　　－２１ ．０１１　　　　　３ ．９５５

（備考）・・一
蒜・１・・（・Ｈ・ト（・〕（・〕・１・〕（４）絆１）（・〕」４〕絆１）（・Ｈ・〕・（・〕・（・〕（・） 黒，

（出所）　目本銀行調査統計局ｒ物価指数月報』

（１０５６）



　　　　　　　　　輸出 ・輸入物価に対する為替変動の寄与度 ・寄与率（関）　　　　　　　５

　　　　　／……／＝滑端一雄
■・晶＝始一苑　〔

’．’ （ユ．３）により〕

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〃
故に　　（３つの寄与度の和）＝（始一梢）鞭
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐＯ１

他方，円べ一ス指数による１～２時点の輸出物価の上昇率は，（１．１）より

　　　　　警“擦（年麦品）

（円建て）個別価格指数の上昇率を・一（一 謡一１）１する！

１。・ら叩。。刀） 卑品
　　　　　　　　　　　Ｐ０１

または

・・ 阿・哨品
　　　　　　　　　　　”　　一　（助一灼潔

（！ ．８）

（１ ．９）

寄与度 ・寄与率
Ｂ．

一力
■　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■

寄与度 寄与率
小Ｓ ・〃 　一Ｓ少〃

す Ｐ　　　　Ｐ
寄与度

（８） （９） ０） （１１）　　　Ｑ２
（１３

％ ％　　　％ ％

一１ ．７６６
Ｏ． ０４９８ ８２ ．Ｏ Ｏ． １６５ 一１ ．７６７

８５ ．８ 一１ ．９３２

一２９ ．９１５
Ｏ． ８４４０ ７９ ．３ 一１６ ．６１２ 一２９ ．９１５

９４．４ 一１３．３０３

一〇．４９１
Ｏ． ０１３８ １００．８ Ｏ． １４１ 一〇．４９１

９０ ．１ 一〇．６３２

一３ ．２７２ Ｏ． ０９２３ ９２．５ 一〇．１０５ 一３ ．２７２

９１ ．２ 一３．１６７

一３５．４４４ １． ＯＯＯＯ 一ユ６，４１１　－！９ ．０３４ 一３５ ．４４５

但ｏ一
（２）十１３〕 　　　（４〕×ｑＯＸ｛１）

岨刀，０２一　　　　　　　　　　但３＝ｑ１）十仁２

　　　　９４
．３

（１０５７）
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故に１３つの寄与度の和は円べ一ス指数による寄与度と相等しい。（証明終り）

　２．次に輸入物価指数であるが，以上の輸出物価指数の場合と同じであ って ，

記号Ｅを輸入を表わす〃に替えればよいだけである。すなわち，円べ一ス指数

表２　総合卸売物価上昇率に対する寄与度 ・寄与率

総合勧売物価

国内卸売物価

輸出物価
食

料

品

戸
力”
ｓ”

軽
工
業
品

戸
力”
ｓ”

重
化工
学業
　品

が
力那
ｓ”

輸入物価
食
料飼
品
・料

原
材燃
斗
・料

軽
工
業
品

重
化工
学業
　品

力皿

力”
Ｓ皿

力”

力”
ｓ皿

力”

力”
Ｓ皿

〃
力”
ｓ皿

合　 計１

ウニイト

〃
（１）

１・
，・・…

８． ４

１１０．１

８８１ ．５

１， ０００．０

１０１ ．Ｏ

６９６ ．９

４６ ．２

１５５．９

附
（２）

１・
・・・・…

１・・五・・

１１３．０５

１・・…

６０年

７～９月

　（３）

１・…

１…
．・

１０８．３

１０２．９

１０５．３

１００，６

９６ ．５

１０４．２

９７，４

９７．０

１００．４

７８，５

８１ ，１

９６．８

９６ ，５

９１ ．２

１０５．８

９５，７

９９，２

９６ ．５

９４，３

９２．９

１０１ ．５

６１年

４～６月

　（４）

１・ひ・

１・…

９６．１

１０９ ，１

８８．１

８６ ．６

１０１ ，３

８５．５

８３．７

１０１ ，９

８２．１

６２，０

８２，９

７４．８

５６ ，０

６７，４

８３．１

８５．７

１０２，４

８３ ．７

７４，５

９２，２

８０．８

４
」Ｓ

（５）

１一…

　６ ．２

－１７．２

　４．８

－１８．７

　４．９

－１８．３

　１．８

－２２．Ｏ

一２３．８

－２２．７

　３．２

－１２．８

一〇．７

－２０．７

少Ｓ・〃Ｗ１Ｓ・力・〃豚小」Ｓ ・〃豚
１）

　　　　Ｐ　　　　　Ｐ
（６）　　　　　　（７）　　　　　　（８〕

％　　　％　　　％

１一・…

（０，５６２）（一２，０２３）（一０，１０２）

Ｏ． Ｏ０６　　　　　　　　　　　　－０．Ｏ０１

一〇．０１７

Ｏ． ０６３　　　　　　　　　　　　－Ｏ ．０１１

一〇．２２６

Ｏ． ４９３　　　　　　　　　　　　－Ｏ．０９０

一１ ．７８０

（一２，１６２）（一Ｚ４７１）　（０．召６６）

Ｏ． ０２２　　　　　　　　　　　　－０．Ｏ０５

一〇．２２５

一２．１８８　　　　　　　　　　　　　０．４７０

一１ ．７９９

０， ０１８　　　　　　　　　　　－０．Ｏ０２

一〇．０７３

一０．０１４　　　　　　　　　　　　　０．Ｏ０３

一〇．３７４

１一・
．…一・

．・… 　． …

（備考）ｓ亙　炉　　ｓ〃一カ”

　　　　ク”　　　桝８
（出所）表１参照

　　　　　　（５〕Ｘ１３〕Ｘ（１〕Ｘ（２）
（５〕昌（４）一｛３〕　〔６），（７〕・

　　　　　　　　９９
．４

（８ト
（５）×（５）Ｘ〔１１Ｘ１２〕

　　　　　１９ト（６）十（７〕十（８１
　９９

．４

（１０５８）



寄与度　　（９） 寄与率　　（１０）

％

一２．９４７ Ｏ． ３３９６

（一１，５６３） （０，８０２）

一〇．０１２ ０． ００１４

一〇．１７４ Ｏ． ０２０１

一１ ．３７７ ０． １５８７

（一４，１６７） （０．召８０３）

一０．２０８ ０． ０２４０

一３．５１７ Ｏ． ４０５３

一〇．０５７ Ｏ． Ｏ０６６

一〇．３８５ Ｏ． ０４４４

一８．６７７
１． ＯＯＯＯ

　　　　　　　輸出 ・輸入物価に対する為替変動の寄与度 ・寄与率（関）　　　　　　　７

と契約通貨べ一ス指数は

　　　　１〕髭＝　俄硝　　但し，　〃品＝１　　　　　　　　　　　（１
．１０）

　　　　Ｐボ＝　雌亙硝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１．１１）

　　　　　　　　　　であり ，円べ一ス指数はまた次のように書げる 。

　　　　　　　　　　　　　Ｐ髭＝　雄アＳ髭鳩　　但し姥：猪亙Ｓ髭

　（９〕
阻ｏ昌一　２（９）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１ ．１２）

そして，１～２時点の（円建て）輸出物価の上昇率Ｇ” は

または

岬（・〃・・…
〃１・）地ア紫嶋

（１ ．１３）

一小品し猪１）・託・（端一端）力絆
　　　　　　

・（１絆一舳
・髭一 蛸）／壌

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１ ．１４）

（１ ．１３），（１．１４）の右辺第１項は（円建て）輸入物価の上

昇率に対する契約通貨建て価格の変動の寄与度，第２項

は為替変動の寄与度，第３項は両者の複合の寄与度であ

り， それらをＧ” で除したものが寄与率である。そし

て， これら３つの寄与度（寄与率）を合計すると，円べ

一ス指数によっ て求めた寄与度（寄与率）が得られる 。

　目本銀行の輸入物価指数によると，昭和６０年第皿四半

期（７～９月）から６１年第Ｉ四半期（４～６月）の９ヵ月

間に輸入物価は３５５劣も下落した。これは６０年９月の

Ｇ５（５カ国蔵相 ・中央銀行総裁会議）以降円相場が急上昇

し， それに原油価格の急落が加わったことによるものと

考えられるが，そのことを明らかにするために（１
．１４）

によっ て産業別寄与度を計算すると表１－Ａのとおりで

　　　　　　（１０５９）
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ある。それによると輸入物価の３５５劣の下落のうち１８４：彩が契約通貨建て価

格の下落による分，２１０％が円高による分であって若干為替効果の方が大きい 。

しかし，これらの寄与度の値は過大であり両者の複合効果４．Ｏ劣で一括修正し

なげれぱならない。そして，価格効果，為替効果共に原材料 ・燃料の寄与が圧

倒的に大きく ，もしも原油安がなかったとすればはとんど為替効果のみであ っ

て， 輸入物価は２０％程の下落にととまっ たと予想される 。

　なお，表１－Ａ（８）欄の寄与度の値は，円べ 一ス指数（１．１０）で計算した輸入物

価の上昇率に対する産業別寄与度に等しい。それから，輸入物価の下落３５５％

のうち２９．９劣（寄与率８４．４劣）が原材料 ・燃料の（円建て）価格の低下によるこ

とがわかる 。

　３・以上は輸出 ・輸入物価指数を構成する類別に寄与度 ・寄与率を求める場

合であるが，そのような詳細１な寄与度分解は必要でたく ，総合指数の段階で為

替変動の寄与度を知ればよい時の求め方を次にみておこう
。

　今輸出物価指数の円べ一ス指数１〕品を契約通貨べ一ス指数ｐ絆で除すと ，

（１．５）より

　　　　斉叫隷
品）一・１

　　　　
（１ ．１・）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
すなわち，かっこ内は輸出金額割合といえるから，輸出品の契約通貨建て価格

を円建て価格に換算するのに用いた為替相場の変動率である個別為替指数を
，

輸出金額割合で加重平均した総合為替指数輔が得られる。従って

　　　　瑞＝暇Ｓ霊　　　　　　　　　　　（１ ．１６）

が成立する。１～２時点の円建て輸出物価の上昇率Ｇ亙 を求めると ，（１１６）

より

　　　　１つ墨＿ｐ綴Ｓ品
　　　　Ｐ詣一 絆　ｓ謡

契約通貨べ一ス
指数及び総合為替指数の上昇率を・一一（一 謀一１〉叶

藷１）で表わすと

（１＋Ｇ四）＝（１一」Ｇ刀万）（１＋Ｒ亙）

　　　　　　　　　　　　（１０６０）
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　　　　 ．’ 　Ｇ刃＝Ｇ刃”十Ｒ刃十Ｇ刃” Ｒ刃

（１．１７）の右辺にＰ絆Ｓ霊／瑞（＝１）を乗ずると

Ｇ・
／（滞
一榊ｓ盆・（ｓ畠一ｓ品）岬

　　　　　　　
・（滑一珊（・品一刈点

（１ ．１７）

（１ ．１８）

９

と書げる 。（１ ．１７），（１．１８）によっ て， （円建て）輸出物価上昇率が契約通貨建

て物価の変動による分，為替変動による分，両者の複合による分に寄与度分解

された。そして，この場合は契約通貨べ 一ス指数と総合為替指数の上昇率が直

ちに寄与度となるのである。なお，（１
．１７），（１．１８）の右辺の各項の値は，類

別指数の段階での寄与度分解式（１ ．６），（１．７）の３つの寄与度それぞれの合計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
値と一致しないのであ って，若干のギャソ プが生ずる（多くの場合その差は鉦視

し得る程度であるが）ことに注意すべきである 。

　次に輸入物価指数の場合は

　　　　瑞
一帯・話但し，・髭一

鷲亙

　　　　 （ｌｌ・）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　１つ 。

であり ，１～２時点の円建て輸入物価の上昇率Ｇ” は

　　　　Ｇ〃＝Ｇ〃十Ｒ〃十Ｇ〃Ｒ” 　　　　　　　　　　（１
．２０）

となる。ここにｓ髭は輸入品価格の換算に用いた為替相場の変動を表わす総合

為替指数であり ，Ｒ” はそれの上昇率である。またＧ”は玲亙の上昇率で

ある 。（！．２０）はまた次のように書げる 。

Ｇ・
／（勝
一瑞亙）Ｓ話・（Ｓ諺一Ｓ説）畔

　　　　　　　
・（・品し榊（・髭一刈点 （１ ．２１）

２． 総合卸売物価に対する為替変動の寄与度 ・寄与率

　１．　目本銀行の卸売物価指数（算式はラスバイレス式）は以前は国内生産品

（国内向け，輸出向げ）及ぴ輸入品の価格変動を総合したものであ って・それを

　　　　　　　　　　　　　　　　　（１０６１）
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補完するものとして輸出入物価指数が作られていた。ところが昭和５５年基準改

定に当って，従来卸冗物価の内訳指数であった国内品指数を独立させて「国内

卸冗物価指数」とし，また同じく内訳指数の輸出入品指数を「輸出 ・輸入物価

指数」に吸収し，これら３つの指数を総合した「総合卸売物価指数」を作成す
　　　　　　　４）
ることにな った。次に総合卸冗物価の上昇率に対する為替変動の寄与度を求め

よう
。

　○時点基準の乏時点の総合卸冗物価指数をｐ。‘ とし，国内卸冗物価指数を

瑞・ （円べ一スの）輸出物価指数を１〕
壽，

輸入物価指数を瑞で表わし，それら

のウェイトをｗ品，ｗ晶 ‘ｗ品とすると

　　　　 １〕 ’＝ｐ壽Ｗ品十１〕品Ｗ品十１っ品〃品　　但し，Ｗ品十Ｗ品十Ｗ詣＝１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２．１）

である。今１～２時点の総合卸売物価の上昇率を求めると ，（２．１）より

　　　　量：一（箒柵・舞珊十多１珊）去

これらの物価指数の上昇率を・（一多１１－１／叶箒 一１〉叶轟
１〉

・・（一 窯１）とすると

　　　　１・・一／（１…）岬
・（１・・一）服・（１…）榊／去

　　　　 ．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１　　　　 ・Ｇ＝（Ｇ”瑞昭十Ｇ亙瑞喘十Ｇ”瑞喘）　　　（２２）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１〕 。

（２２）の右辺第１項は総合卸冗物価の上昇率Ｇに対する国内卸冗物価の変動の

寄与度，第２項は（円建て）輸出物価の変動の寄与度，第３項は（円建て）輸入

物価の変動の寄与度であり ，各項をＧで除すと寄与率が得られる。そして ，
（２．２）の右辺第２項に（１．６）を，第３項に（１．１３）を代入，整理すると

・一／州鵬冊・朋・１刀・・亙亙１刃）榊・概
　　　　　
・独〃・１… 〃・・）雄亙端・榊／去 （２．３）

また，（２．２）に（１．７）と（１．１４）を代入すると

　　　　　　　　　　　　　　　　（１０６２）
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１１

　　　 ・一［（・品一

珊附
　　　　　細｛（猪

一胤
・器・（・墨一・品）ク絆十（猪 一力絆）（・品一剛・品Ｗ品

　　　　　十斗姥し猪
亙）・説十（・品一端）猪■

　　　　　　　　　　　
・（姥亙一猪亙）（納！硝１刈去、　 （・・）

（２３），（２４）の右辺第２項と第５項は総合卸冗物価の上昇率に対する契約通

貨建ての輸出価格及び輸入価格の変動の寄与度，第３項と第６項は輸出 ・輸入

品価格の換算に用いた為替相場の変動の寄与度・第４項と第７項は両者の複合

　　　　　　５）
の寄与度である。たお，これによっては輸入原材料価格の変化が国内卸売物価

へ波及する際の為替効果は知り得たいことは明らかであろう 。

　昭和６０年第皿四半期～６１年第Ｉ四半期に総合卸売物価は８７劣下落した。こ

れに対する価格及び為替の変動の産業別寄与度を（２．４）によっ て計算すると

表２のとおりであ って，価格の低下による分と円高による分が共に４
・５％ずつ

とた っている。そして，価格効果は国内卸冗物価の下落の寄与度が 一２９劣で

一番大きく ，輸入物価の低下の寄与度は 一２．２％でそれは専ら原材料 ・燃料に

よるものであるのに対して，輸出物価は上昇したのでＯ．６％のプラスの寄与度

でありその大部分が重化学工業品によるのである。為替効果は輸入の寄与度が

一２．５％，輸出の寄与度が 一２．Ｏ劣であり ，前者は原材料 ・燃料に，後者は重

化学工業品によるものである。なお，表２（９）欄は円建て価格による国内，輸出 ，

輸入別及ぴ産業別寄与度であ って，総合卸冗物価８７劣の下落のうち輸入原材

料・ 燃料の寄与度が 一３．５劣で一番大きく ，次は国内卸売物価 一２・９％と輸出

重化学工業品一１．４劣であ って，これら３つで全体のほぼ９割（寄与率９０
・３％）

を占めている 。

　２．以上は輸出 ・輸入物価指数の類別指数段階で為替変動の寄与度を求める

場合であるが，総合指数段階で為替効果を知れぽよい時は
，（２．２）の右辺第２

項に（１．１７）を，第３項に（１．２０）を代入すれぱよいから

・一／州Ｗ品・（・醐・・刃・・ 刃”・刃）附品

（１０６３）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１　　　　　　　　　　　　＋（Ｇ”十Ｒ”十Ｇ”Ｒ”）瑞喘／　　　（２．５）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｐ。。

また，（１．１８）幸（１．２１）を代入する時は

　　　　 ・一［（昨・蟹）喘

　　　　　　十／（昨瑚・１＋（・品一

榊絆十（昨瑚（・品一剛附
　　　　　 ・／（Ｐ藷し

畔）ｓ語十（除ｓ蛋）Ｐボ

　　　　　　　　　　
・（・話し・舳一刈剛去　 （・・）

である 。

　なお，輸出物価の上昇率Ｇ亙 に対する寄与度が与えられている場合，それ

から総合錬売物価の上昇率Ｇに対する輸出の寄与度を求めるには，（２．２）より

明らかなように

　　　 （・に対する寄与度）一（・刀 に対する寄与度）瑞喘　　 （。。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一Ｐ

。。

を計算すればよい。またＧ刃 に対する寄与率がわかっている場合は，次式に

よりＧに対する輸出の寄与率が得られる
。

　　　　 （・に対する寄与率）一（・亙 に対する寄与率）榊喘Ｇ刀 。８）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｐ。。　　Ｇ

　逆に・Ｇに対する寄与度，寄与率を知ってＧ刃 に対する寄与度，寄与率を

求めるには・（２．７），（２．８）を（Ｇりこ対する寄与度，寄与率）について解げぽよ

い・ なお・輸入の寄与度，寄与率についてもこれに準じて変換することができ

る。

　今表１－Ａの原材料 ・燃料の為替変動の寄与度 一１５３劣を総合卸冗物価上昇

率に対する寄与度に変換すると

　　　　 （一１５２９１）（９４３）（０１２３９６）
一１７９８

　　　　　　　　　　　　９９．４

すなわち，一１．８劣の寄与度である。また，重化学工業品の寄与率９．２劣を総

合卸冗物価上昇率に対する寄与率に直すと

　　　　 （９２３）（９４３）（０１２３９６）３５５
４４２

　　　　　　　　　　９９．４　　　　８．７

　　　　　　　　　　　　　　　　　（１０６４）
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すなわち，４．４％の寄与率となる 。

ユ３

む　　す　　び

　第１節で輸出 ・輸入物価の上昇率に対する為替変動の寄与度を求める方法を

説明したのであるが，実際には円べ一ス指数で計算した寄与度から契約通貨べ

一ス指数で求めた寄与度を差し引くことによっ
て， 為替変動の寄与度とするの

　　　　　　６）
か普通である。しかし，このやり方では為替効果を正確に求めることはできな

いのであ って，その中に価格変動の影響も含まれているのである。たぜならぼ ，

（１．６）の３つの寄与度の和は円べ一ス指数による寄与度に等しく ，そして，第

１の寄与度は契約通貨建て価格による寄与度であるから
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
　　　　（円べ一ス指数の寄与度）一（契約通貨べ一ス指数の寄与度）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　”亙　〃　　”　　　　　　　　　　　　　 一（１刃・・叩）力 ０１ 書菱”ＯＯ

であ って，為替効果だげでたく複合効果も含まれているからである。従って ，

複合効果の値ヵミ小さくて無視し得る場合にのみ為替効果を正しく知り得るので

あり ，大低の場合はこの仮定が妥当するのであるが，価格や為替相場の変動が

激しい時期，または３年，５年といらた長期間比較の場合は，上昇率ｇ醐，戸

の値が大きいので複合効果の項を無視し得ないであろう 。

　しかし，我々の方法による時は複合効果の項が現れ価格変動と為替変動の寄

与度が過少ないしは過大であるのを一括して修正するのであ って，価格効果と

為替効果の分解があいまいにたる欠点がある。そこで複合効果の項を消去す

るのにキタガワ（Ｅ．Ｍ．Ｋｉｔａｇａｗａ）の コソポウネソツ ・アナリシスによるｔｗ０

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）
ｃｏｍｐｏｎｅｎｔ　ｓｏ１ｕｔｉｏｎ を適用することが考えられる。それによると・輸出物価

指数の場合は（１．７）の右辺第１項の価格指数の増分のウェイトに１時点と２

時点の為替指数の平均去 （・霊・・墨）を用い・また第・項の為替指数の増分のウ

ーイ／に価格指数の平均去（炸渕を適用するならば

　　　　　　　　　　　　　　　　　（１０６５）
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　　　　Ｈ／（猪舟守墨十（端 一・１）力絆去猪／差１ （ふ・）

となり ，複合効果の項は消去される。これは次のようにして証明し得る。すな

わち，（１．７）の中かっこ内の第３項を２等分して第１項に加えると

　　　　 （力綴一榊語・
去（力絆
一渕（・品一・詣）

　　　　　　　　 一去（滑一胤（・ ・品・・品一・晶）

　　　　　　　　
＝（滑＿採）・

詣十端

　　　　　　　　　　　　　　　　２

また第２項に加えると，同様にして

　　　　 （・品一・詣）紺十圭 （雄一渕（・墨一・盆）

　　　　　　　　
一（、ポ、
霊）滑・猪

　　　　　　　　　　　　　　　２

従っ て（３．１）が得られる
。

　以上の証明から明らかなように，（３．１）は（１．７）の複合効果の項を機械的

に２等分して第１項と第２項に加えることによっ て， 価格変動の寄与度と為替

変動の寄与度の修正を行ったものであるが，その実質的た意味としては，１～

２時点の価格指数（為替指数）の増分のウニイトには１時点の為替指数（価格指

数）だげでたく ，１～２時点問のすべての為替指数（価格指数）の平均を用いる

のが合理的であるが，それが得難いために１時点と２時点の値の平均で代用す
　　　　　　　　　　　　　　　９）
るのである・ということができる。今表１の輸入物価の上昇率に対する産業別

寄与度を（３．１）で計算すると表１－Ｂのとおりであ って ，３５．５劣の輸入物価の

下落は契約通貨建て価格の低落による分が１６４労，円高による分は１９０劣で

ある
。

　以上は類別指数段階で為替効果を求めた場合であるが，総合指数段階で為替

効果を計算すればよい時は，（１．１８）より

・一一／（・綴

一榊 苧・（・１一
輔）Ｐ絆芦／点 （ふ・）

によればよいことがわかる 。

（１０６６）
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　日本銀行調査統計局『物価指数年報　付属資料』昭和６０年，３ぺ一ジ 。

　これは次のようにして証明することができる。すなわち，端は円建て価格に
　　　　　　　　　　　　〃　　〃よるＯ時点輸出金額割合　 力０ ４０ であるから
　　　　　　　　　　　　力０９０

　　　　服・力秤　クれ８　 （炉・８）渚　　　　 ク亙 、亙

　　　　”咋炉蝪ｒ服 。８　　 力〃

従つて帖戒
”鐵（炉享）冥

　　　　　　　　　　　　　　　力０９０

　　　　　　滞 〃品　（ダ ・ぎ）渚
　　　　　　　　　　　　　服　　〃　　　　　　　　　　　　　（１）
　　　　　　　ｐ絆 一　（力いざ）ｑ。

とたる 。（ｉ）はかっこ内が去時点の契約通貨建て価格を０時点の為替相場で円建て

価格に換算したものであり ，それでＯ時点数量を評価した輸出金額の割合である 。

　これは次のようにして証明し得る。すなわち，（１．７）の第１項の和は

　　　　雌一榊芸ド等著 ”Ｌ・＾・）ｌ／〕（ｉ）
（１．１７）の第１項は

　　　　　　　ｐ絆　　 ｐ影 ｓ晶
　　　　 Ｇ亙７ 　”アー１一　　　　一１ 　　〔　　（１１６）より〕　　　　（１１）
　　　　　　　 Ｐ。。　　　 １・誌

（ｉ）と（ｉｉ）の分子は等しくならない。同様にして ，（１．７）の第２項の和は

　　　　　（、
品．、品）力品哨ユ噂

・晶

・　　　　 ¢ｉり

　　　　　　　　　　　ｐＯ１　　　ｐ Ｏ１

（１．１７）の第２項は

　　　　　　 Ｓ墨　　 Ｓ品ｐ絆
　　　　ＲＥ＿　　　一１＿　　　　　　一１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　的
　　　　　　輔　　　硝

輔と的の分子は同じでない。こうして第１項，第２項がそれぞれ一致しないので

あるから，当然第３項も異なることになる（証明終り）。

　表１の輸入物価の場合でこれを計算すると下の表のとおりであ って，表１－Ａ

の合計と比べると小数第１位に差がみられる 。

６０年
６１年１

寄与度（上昇率）
合計

７～９月 ４～６月 Ｇ”ア　　　　沢刀　　　Ｇ”アＲ”

ｐ髭１ ９４ ．３ ６０ ．８

■ 一１８．１５

硝ア ９０．９ ７４．４
３． ８６ 一３５ ．５８

；端 ｌｌ・／８ ８１ ．７ 一２１ ．２９ １

　　　　　 （備考）・・一 箒亙・１・

４）　目本銀行調査統計局，前掲書 ， １ぺ一ジ 。

（ユ０６７）



１６　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３５巻 ・第６号）

　５）総合卸売物価の上昇率に対する国内卸売物価の変動の寄与度を産業別に分解し

　　たい時は，二（２．３），（２．４）の右辺第１項に国内卸売物価の上昇率Ｇりこ対する寄

　　与度分解式

　　　　　　　　　　　磁硝
　　　　　　Ｇ刀＝　９刀
　　　　　　　　　　　　一哨

　　　　　　　　　　　　　　　刀　　　　　　　　＝　（扇一力盆）”砦

　　　　　　　　　　　　　　ｐ０１

　　を代入すれぽよい 。

　６）例えぱ，目本銀行調査統計局『調査月報』昭和６１年４月号，７９～８０ぺ一ジ 。
　７）　これは正確には契約通貨べ一ス指数による寄与度とは言えないことに注意すべ

　　きである。な笹たらぱ，契約通貨べ一ス指数（１．２）は円べ一ス指数（１．１）にお

　　いて記号亙を〃に書き替えたものである（但し，ウェイトは同じ）から，契約

　　通貨べ一ス指数の上昇率Ｇ”の寄与度分解式は，（１．８）より

　　　　　　　　　　　　　〃”　　〃　　　　　　　　　　　　ク０１〃００　　　　　　Ｇ”■：　９亙”
　　　　　　　　　　　　　 ｐ絆

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　”亙　　〃　　であり ，寄与度はｇ”に契約通貨へ一ス指数の類別割合力
０１ 募ＯＯ

を乗じたも
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　戸０１
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〃ア　〃　　〃　　　　〃　　〃　　のである。ところが（１６）の右辺第１項は９〃に力０１ｓｏ１”ｏｏ 力０１”ｏｏ　〔
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 １・誼　　 ｐ急

　　（１．３）より〕すなわち円べ一ス指数の類別割合を乗じたものである点で両者は異

　　たる 。
　８）　Ｅｖｅｌｙｎ　Ｍ　Ｋ１ｔａｇａｗａ，“ Ｃｏｍｐｏｎｅｎｔｓ　ｏｆ　ａ　Ｄ雌ｅｒｅｎｃｅ　Ｂｅｔｗｅｅｎ　Ｔｗｏ　Ｒａｔｅｓ ”，

　　Ｊｏｕｍａ１ｏｆ　ｔｈｅ　Ａｍｅｒ１ｃａｎ　Ｓｔａｔ１ｓｔ１ｃａｌ　Ａｓｓｏｃ１ａｔ１ｏｎ，Ｌ（Ｄｅｃｅｍｂｅｒ１９５５），ＰＰ

　　 １１７５一■　関彌三郎「寄与度 ・寄与率の二つの役割」（関西大学『経済論集』第３６

　　巻第５号，１９８７年）。

　ｇ）　Ｋ１ｔａｇａｗａ，伽６ ，ｐｐ７９＿８０

（１０６８）


